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プラスチック回収モデル事業について

■ プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律

▶プラスチック使用製品の設計からプラスチック使用製品廃棄物の処理まで、プラスチックのライフサイクルに関わ
るあらゆる主体におけるプラスチックの資源循環の取組を促進するための法律。

▶ 市町村は、家庭から排出されるプラスチック使用製品廃棄物の分別収集・再商品化に努めることとされている。

■ プラスチック製品回収モデル事業（拠点回収）
（令和４年５月～）

■ プラスチック分別収集モデル事業（戸別収集）
（令和５年６月～８月）

▶ 区役所などの資源物回収ボックスでプラスチック製品を回収。
▶ リサイクル体制の構築に向けた課題を検証するため、まずは全

国的にも回収・再商品化の実績がないプラスチック製品につい
て、 回収における課題やリサイクル効果などについて検証。

【福岡市の取組み】

▶ 市内の一部地域を対象に、プラスチックの分別収集を実施。
▶ プラスチック製容器包装とプラスチック製品を一括回収した

場合の収集運搬における課題やリサイクル効果等について検証。
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プラスチック製品回収モデル事業について

■ プラスチック製品回収モデル事業（拠点回収）

▶ 実施期間 令和４年５月２３日～ ※令和５年度も継続して実施中
▶ 回収場所 区役所・市民センターなどの公共施設の資源物回収拠点（９箇所）
▶ 回収対象 プラスチック製品 ※開始当初は20品目に限定。R4年10月よりすべてのプラスチック製品を回収。
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【回収量の推移】 R4年度回収量:12.4ｔ

収納用品

36%

台所用品・風呂用品

32%

その他

23%

文房具

6%

清掃用品

3%

【回収品の内訳】

品目拡大

（回収品）

食品保存容器

【リサイクル率】

※サンプル抽出による組成調査

容器包装プラ

製品プラ 約70％

約50％

約30％削減

【CO2削減効果】

焼却処理

リサイクル

回収品の約７割が新たなプラスチック原料にリサイクルされ、
容器包装のリサイクル率（約５割）に比べリサイクル率が良い。

焼却処理した場合と比べると、約３割のCO2削減効果。

※容リ協データより
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プラスチック分別収集モデル事業について

■ プラスチック分別収集モデル事業（戸別収集）

▶ 実施期間 令和５年６月１日～令和５年９月１日
▶ 実施地区 西区愛宕浜地区（約3,600世帯）
▶ 回収対象 すべてのプラスチック（一括回収）
▶ 収集頻度 6月:月２回、７月・８月:週１回

モデル事業対象世帯数 3,600 世帯

モデル事業対象人口 8,600 人

回収量 20.7 ｔ

１人１日あたりの排出量 26 g/人・日

プラスチック製容器包装
81.93%

プラスチック製品
12.82%

指定ごみ袋
3.82%

不適物
1.45%

※サンプル抽出による組成調査

【回収量】

【収集物の内訳】

戸建住宅 集合住宅

【排出時の様子】

90.47%

4.46% 5.07%
分別基準適合物

固形燃料化

残渣

51.95% 48.05%
マテリアル
リサイクル
固形燃料化

【リサイクル状況】

（中間処理）

（再資源化処理）

※８月までの処理実績
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プラスチックリサイクル体制の構築に向けた検討について

■ 再商品化事業者へのサウンディング型市場調査

▶ 実施時期 令和５年５月～６月
▶ 調査項目 いずれの手法においても、中間処理や再商品化

を行う意向のある事業者を確認。

■ プラスチックのリサイクル手法

① プラスチック使用製品廃棄物の受入可能量、受入開始可能時期、受入場所
② 受入可能なプラスチック使用製品廃棄物の基準（不適物の混入程度等）
③ 受入条件（荷姿、搬入条件等）
④ 再商品化工程、及びその手法
⑤ 中間処理もしくは再商品化に要する費用（１トン当りの単価）
⑥ 再商品化工程における環境負荷（焼却と比較した場合の低減効果等）
⑦ 事業化の条件
⑧ その他（火災への対策等）

▶ プラスチック資源循環促進法では、一括回収したプラスチックのリサイクル手法として以下の２つを規定。
① (公財)日本容器包装リサイクル協会に再商品化を委託する手法
② 国から再商品化計画の認定を受ける手法

プラスチック使用製品廃棄物の中間処理や再商品化事業を実施もしくは計画しており、福岡市が民間事業者へ公募
の可能性を検討している範囲に関して提案が可能な事業者に対してサウンディング調査を実施。

中間処理施設
（選別・圧縮梱包）福岡市

福岡市 容器包装リサイクル協会中間処理施設
（選別・圧縮梱包）

②

①
【イメージ】

民間事業者へ公募の可能性を検討している範囲

再商品化施設

※再商品化施設が福岡市近郊であれば、中間処理を省略し、直接搬入が可能

運搬

運搬

分別収集・運搬

分別収集・運搬

▶ 調査結果

調査結果を踏まえ、今後のあり方について検討を行う。
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